大阪府病院内保育所運営費補助金交付要綱の考え方

１．交付要綱第１条に掲げる「保健師・助産師・看護師及び准看護師（以下「看護職員」という。）をはじめとする医療従事者」は、次のとおりとする。

	【該当する職種等】

　病院、診療所に勤務する保健師、助産師、看護師、准看護師、医師、歯科医師、理学療法士、作業療法士、事務職員などの職員とする。


２．交付要綱第１条に掲げる「病院内保育所」は、次のとおりとする。
	【該当する保育所】

　・病院に勤務する医療従事者の就学前の児童を保育しているとき。

　・同法人の老人保健施設や訪問看護ステーション職員の児童、病院に勤務する医療従事者の小学生を保育しているとき。

　・近隣医療機関の医療従事者の児童の受入れ体制を整備しているとき。

	【該当しない保育所】

　近隣住民の児童、患者の児童を保育しているとき。


３．交付要綱第２条第１項に掲げる「１２カ月」の算定は次のとおりとする。

	　原則月１５日以上保育した児童が１人以上いる場合に、当該月を１カ月として算定する。


４．交付要綱第２条第２項に掲げる「病院内保育施設」は次のとおりとする。

	　近辺の他の病院、又は診療所の医療従事者が共同利用することを目的として一医療施設が設置した病院内保育施設を含む。


５．交付要綱第２条第２項に掲げる児童福祉施設最低基準のうち、「保育時間」については次のとおりとする。
	【交付要綱第４条第１号及び別表１における保育時間】

　本補助金は、保育時間に応じて補助型別を選別しており、その選別は保育規程に定める保育時間（開所時間）に基づくものとする。

	≪児童福祉施設最低基準≫

第１３条　児童福祉施設においては、次に掲げる事項のうち必要な事項につき規程を設けなければならない。
　一　入所する者の援助に関する事項
　二　その他施設の管理についての重要事項
第３４条　保育所における保育時間は、一日につき八時間を原則とし、その地方における乳児又は幼児の保護者の労働時間その他家庭の状況等を考慮して、保育所の長がこれを定める。


６．交付要綱第４条第１号及び別表１における「児童数の算定」は、次のとおりとする。

	【該当児童】

　月１５日以上保育した児童とする。

　（病院、診療所に勤務する医療従事者の就学前の児童が該当）

	【日数のカウント方法】

　・各月１日～月末でカウントする。

≪勤務シフトによるカウント方法≫

　・２交替の場合　日勤･･･１日、当直･･･１日

・３交替の場合　日勤･･･１日、準夜･･･１日、深夜･･･１日

（準・深と連続で勤務した場合は１日）

　・半日保育　　　１日

　注）通常勤務後の残業による延長保育時間は「＋１日」とみなしません。

≪その他≫

　認可保育所と併用で利用している場合、やむ得ない事情により帰宅した場合など、病院内保育所の保育時間が短時間であったときの取扱いは次のとおりとする。

・保育規則で定める保育料金（平均月額１万円以上）を徴収している場合に限って、保育日数としてカウントできるものとし、スポット料金などの臨時保育料金を徴収していた場合には対象外とする。


７．交付要綱第４条第１号及び別表１における「保育士等職員の算定」は、次のとおりとする。

	【職員の区分】

　「常勤職員」とは、年間を通じて平日は８時間以上勤務するものをいい、「非常勤職員」とは、常勤職員以外のものをいう。

	【非常勤保育士等職員数の算定】

　・病院内保育所の開所日数が「年平均２２日未満」の場合

非常勤保育士等の月間延勤務予定（実績）時間数÷（その月の開所日数×８時間）
　　により常勤換算数を求めるものとする。

　・病院内保育所の開所日数が「年平均２２日以上」の場合

　非常勤保育士等の月間延勤務予定（実績）時間数÷常勤職員の月間法定勤務時間数
　　により常勤換算数を求めるものとする。


８．交付要綱第４条第２号に掲げる「保育料として児童１人当たり平均月額10,000円以上」は、次のとおりとする。

	　当該金額には、給食費用は含むが、おやつ代は除外する。


９．交付要綱第４条第３号に掲げる「災害その他やむを得ない特別な事情」は、次のとおりとする。

	・新型コロナウイルス感染拡大の影響による特別措置として追加したものである。「１２カ月運営」を満たせなくなった場合、新型コロナウイルスの影響のあった月を明記した申出書（様式自由）の提出により、当該月を算定基準から除外することができる。


１０．交付要綱第６条第２号に掲げる別表２－１（２）における「２４時間保育を行っている施設」の算定は次のとおりとする。

	【基本的な算定方法】

　２４時間保育を連続して行ったときに算定し、保育が連続していない時間が生じたときは算定しない。

　なお、同一児童を連続して保育していることを算定の要件としない。


１１．交付要綱第６条第２号に掲げる別表２－１（２）における児童数の算定と２４時間保育の加算の算定方法は、次の例示により算定するものとする。

	≪例示１≫
・保育所開所時間　９：００～１８：００

　児童を１８：００～９：００まで保育する場合

日数を１日とカウントし、２４時間保育の加算も１日と算定する。

≪例示２≫

・保育所開所時間　９：００～１８：００

　児童を１８：００～７：００まで保育する場合

日数を１日とカウントし、２４時間保育の加算は算定しない。

≪例示３≫

・保育所開所時間　９：００～９：００

　Ａ児童を９：００～１７：００、Ｂ児童を１７：００～０：００、
Ｃ児童を０：００～９：００までそれぞれ保育した場合

Ａ、Ｂ、Ｃ児童の日数はそれぞれ１日とカウントし、２４時間保育の加算も１日と算定する。

≪例示４≫

・保育所開所時間　９：００～９：００

　Ａ児童を９：００～１７：００、Ｂ児童を１７：００～０：００、
Ｃ児童を０：００～７：００までそれぞれ保育した場合
Ａ、Ｂ、Ｃ児童の日数はそれぞれ１日とカウントし、２４時間保育の加算は算定しない。


１２．交付要綱第６条第２号に掲げる別表２－１（２）における児童保育の加算の算定方法は、次の例示により算定するものとする。

	【該当児童】

　小学１年生から小学３年生の児童。但し、該当児童の保育人数に制限はない。

	【専従する職員の考え方】

≪例示１≫
　・型別補助対象保育士等職員数が必要最低数より多く配置し、昼間は乳幼児の児童保育に従事するが、放課後は該当児童の保育に従事する場合は、児童保育の加算の対象とする。
≪例示２≫
　・専従の保育士等職員を配置していたが、該当児童がいなかった日についても、児童保育の加算の対象とする。


１３．別表３－１及び２における負担能力指数による調整率、保育料収入相当額、加算額（運営日数・運営月数）の算出について、次のとおりとする。
	【交付申請時】

事業計画と交付申請を比較して、下記のとおり算出します。
　　負担能力指数による調整率　　 ・・・小さい数値　※
保育料収入相当額　　　　　　 ・・・大きい数値
加算額（運営日数・運営月数） ・・・小さい数値　

　例えば、２４時間保育の運営日数が事業計画で３００日、交付申請で２８０日だった場合は、２８０日で算出します。

　　※　４月に提出された事業計画では、決算見込額で「負担能力指数による調整率」を算出しているため、決算確定後に再度算出した数値と事業計画における数値と比較して算出することとなる。

	【実績報告時】

交付決定と実績報告を比較して、下記のとおり算出します。

　　保育料収入相当額　　　　　　 ・・・大きい数値

加算額（運営日数・運営月数） ・・・小さい数値　

　例えば、２４時間保育の運営日数が交付決定で２８０日、実績報告で２６０日だった場合は、２６０日で算出します。

	【保育料収入相当額の注意事項】

　保育料収入相当額は、事業計画、交付申請、実績報告のうち、最終の下位型別により算出します。下位型別は、下位よりＡ型特別、Ａ型、Ｂ型、Ｂ型特別の順です。算出の方法は、次の例示のとおりとなります。

≪例示≫

　　　事業計画　・・・　Ｂ型

　　　交付申請　・・・　Ａ型

　　　実績報告　・・・　Ａ型特別　の場合

　　この場合の下位型別は、「Ａ型特別」となりますので、事業計画、交付申請時に提出のあった保育料収入相当額表より、それぞれＡ型特別の保育料収入相当額（保育料収入相当額の上位２名）を求め、最も多い額により算出することとなります。


１４．別表３－２における「病院内保育所運営費補助を受けようとする年度の前々年度の病院決算における当期剰余金」について、次のとおりとする。
	保育所を設置している病院の決算書により算出する。

　なお、保育所設置病院の決算書を作成していない場合にあっては、保育所設置病院の決算試算表を作成のうえ提出すること。


１５．別表３－３における「近隣医療機関の医療従事者の児童受け入れ体制の整備」について、次のとおりとする。

	近隣医療機関には社会福祉施設及び訪問看護ステーションを含める。
以下の場合も対象とする。

・同一法人の他病院、診療所の児童を受け入れている場合

・病院機構が設置した保育所に機構病院の児童を受け入れている場合

・別法人の病院、診療所と共同利用を目的として保育所を設置している場合。

　平成２８年度より大阪府のホームページ上に近隣医療機関の児童受入の公表を了承した場合のみ、原則、加算額を算定できるものとする。


